
衛星データを用いた�
地震活動に関する資料の�
評価を行っています�

衛星データ解析検討小委員会�

本部�しごと�
の�
第4回�

　衛星データ解析検討小委員会は、地震調査委員会における現

状評価の高度化に資することを目的とし、収集した衛星データ

を用いた地震活動に関する資料の評価を行い、かつ衛星データ

の活用方策を検討するために、地震調査委員会の下に平成１９年

７月に設置されました。当小委員会は、衛星データ解析の専門

家で構成されており、被害地震等の発生があった時など、その

データ解析結果について議論するために、今まで１年に数回の

頻度で会議を開催しています。�

�

　平成１８年１月に打ち上げられた陸域観測技術衛星（ALOS）「だ

いち」には、地形情報を正確に取得できるセンサが搭載されて

います。そのセンサを用いて観測されたデータを解析すること

で、大規模な地震が発生した時の地殻変動を、広範囲かつ面的

な地面の変動として捕捉することが出来ます。地殻変動の解析

結果を用いると、地下に存在する震源断層が地震発生時、どの

ように動いたかを推定できますので、地震調査委員会において

地震活動を評価する上で重要な情報を提供することが可能とな

ります。しかしながら、この解析手法に関しては、完全に確立

されたものではなく未だ発展途上にあるため、現状では、その

データの質や解析結果について、衛星データの専門家以外の地

震の研究者が共通の認識を持つのは困難です。そこで、解析結

果がどのように地震活動の評価に利用できるかについて、専門

家の集まりである衛星データ解析検討小委員会において議論し

ています。�

　これまで、平成１９年（２００７年）新潟県中越沖地震や平成２０

年（２００８年）岩手・宮城内陸地震の際に、会議を開催して衛星

データの解析結果について議論して、取りまとめた結果を地震

調査委員会に報告しました。報告結果については、地震調査委

員会における当該地震の評価に用いられました。その他、平成

２０年５月の中国四川省の地震等、海外で発生した地震について

も、衛星データの解析結果について議論を行っています。�

　本会議では、新しい総合的かつ基本的な施策に関する専門委
員会で取りまとめられた「新たな地震調査研究の推進について
―地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総
合的かつ基本的な施策―」（以下「新総合基本施策」という。）（案）
について、長谷川専門委員会主査（東北大学名誉教授）より説
明が行われ、審議・了承し、本部会議に諮ることとしました。
この新総合基本施策（案）は、本年４月より開始される地震本
部の１０年間の基本方針であり、本部会議を経て中央防災会議（会
長：内閣総理大臣）に意見聴取した後、正式決定されます。�
　また、新総合基本施策（案）では、地震調査研究の成果を着
実に国民や地方公共団体等の防災・減災対策等に繋げていくた
めには、国民や地方公共団体等の防災減災対策等のニーズを正
確に把握した上で地震調査研究を推進すること等が必要とされ
ています。これらの方策の検討を行うとともに、その結果を踏
まえ、関係行政機関の地震に関する調査研究予算等の事務の調
整を行うため、新総合基本施策の開始に合わせて、政策委員会

内の「予算小委員会」と「成果を社会に活かす部会」の２組織
を再編し、新たに「総合部会」を設置することが審議・了承さ
れました。�
　そのほか、調査観測計画部会の審議状況について、長谷川部
会長（東北大学名誉教授）より、「新たな活断層調査について」
の決定について報告がありました。�

地震調査研究推進本部の公表した資料の詳細は�
同本部のホームページ［http: //www.jishin.go.jp/］で見ることができます。�
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「地震調査研究推進本部（本部長：文部科学大臣）」
（地震本部）は、政府の特別の機関で、我が国の
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陸域観測技術衛星「だいち」合成開口レーダー
による、平成20年岩手・宮城内陸地震の地殻
変動分布図（国土地理院提供）�

測量船上から海底基準局を投入する様子�
（海上保安庁提供）�

岩手・宮城内陸地震の震源域での活断層の
トレンチ調査�
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第３６回政策委員会を開催する�

検索�地震調査�

　地震調査研究推進本部（以下「地震本部」という。）は、２月２５日に第３６回政策委員会

（委員長：岡田恒男　財団法人日本建築防災協会理事長）を開催しました。�

ここで紹介した政策委員会等の会議、新総合基本施策（案）については、�
地震調査研究推進本部ホームページで見ることができます。�

＜地震調査研究推進本部ホームページ＞�

― 新総合基本施策（１０年間の基本方針）（案）、部会再編成 を審議 ―�

第36回政策委員会�

第３６回政策委員会を開催する�
― 新総合基本施策（１０年間の基本方針）（案）、部会再編成 を審議 ―�
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衛星データを用いた地震活動に関する�
資料の評価を行っています�

衛星データ解析検討小委員会�

特集「平成21年度の地震調査研究」②関係省庁・機関�
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ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�

� 主な地震活動�
　目立った活動はなかった。�

�

�

� 各地方別の地震活動 �

北海道地方�
●１月１１日に十勝支庁中部〔十勝支庁南部〕の深さ約７０kmで

マグニチュード（M）４．７の地震が発生した。この地震の発震

機構は北北東―南南西方向に張力軸を持つ型で、太平洋プレ

ート内部で発生した地震と考えられる。�

�

東北地方�
●１月３日に福島県沖の深さ約５０kmでM４．８の地震が発生した。

この地震の発震機構は西北西―東南東方向に圧力軸を持つ逆

断層型で、太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生した

地震である。�

�

関東・中部地方�
●東海地方のGPS観測結果等には特段の変化は見られない。�

�

近畿・中国・四国地方�
　目立った活動はなかった。�

�

九州・沖縄地方�
●１月２４日に宮古島近海でM５．１の地震が発生した。�

�

その他の地域�
●１月４日０４時４３分（日本時間）にインドネシア・ニューギ

ニア島付近でM７．６の地震が発生し、父島と和歌山県串本町

で０．４mなど、伊豆・小笠原諸島、関東地方から九州地方に

かけての太平洋沿岸及び南西諸島で津波を観測した。また、

同日０７時３３分（日本時間）にもほぼ同じ場所でM７．４の地震

が発生した。�

●１月１６日に千島列島東方〔千島列島〕でM７．４の地震が発生し、

父島で小さな津波を観測した。この地震の発震機構は西北西

―東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレート内

部で発生した地震と考えられる。�

�

補足 �
●２月１日に茨城県沖の深さ約４５kmでM５．８の地震が発生した。

この地震の発震機構は西北西―東南東方向に圧力軸を持つ逆

断層型で、太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生した

地震である。�

ａ）１月３日に福島県沖でM４．８（最大震度４）の地震が発生した。�

ａ）１月１１日に十勝支庁中部〔十勝支庁南部〕でM４．７（最大震度３）
の地震が発生した。�

特に目立った活動はなかった。�

ａ）１月２４日に宮古島近海でM５．１（最大震度３）の地震が発生した。�

特に目立った活動はなかった。�

特に目立った活動はなかった。�
�
（上記期間外）�
２月１日に茨城県沖でM５．８（最大震度４）の地震があった。�

各地方別の地震活動図は気象庁・文部科学省提出資料を基に作成。また
各地方の図に記載されたN＝は図中の地震の総数を表す。�

各図の縮尺は異なる。そのため、凡例のMによるマークの大きさは目安で、図中のMの
マークの大きさと同じではない。�

  30km 未満�
  30km 以上    80km 未満�
  80km 以上  150km 未満�
150km 以上  300km 未満�
300km 以上  700km 未満�
�
�

深さによる震源のマーク�
M7.0以上�

M6.0から6.9まで�
M5.0から5.9まで�
M4.0から4.9まで�
M3.0から3.9まで�
M3.0未満とMが決まらなかった地震�

M によるマークの大きさ�

注：〔　〕内は気象庁が情報発表に用いた震央地域名である。�

�

近畿・中国・四国地方�4北海道地方�1

沖縄地方�6九州地方�5関東・中部地方�3東北地方�2

定例会（平成21年2月9日）�
地震調査委員会�第193回�

1 2

注：�この図の詳細は地震調査研究推進本部ホームページの毎月の地震活動に関する評価に掲
載。地形データは日本海洋データセンターのJ-EGG500、米国地質調査所のGTOPO30、
及び米国国立地球物理データセンターのETOPO2v2を使用。�
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図2　現在の地震津波監視システムと�
　　  次世代地震津波監視システムの概要�

図3　地震調査観測データ収集一元化システム�

図4　地震調査観測データ収集一元化システムにより震源決定した�
　　  2008年の日本周辺で発生した地震の震央分布�

図1　観測データの収集及び地震情報等の伝達�

　�地震・津波の�
監視システム（現状）�

　気象庁は、地震発生時に速やかに震

源と地震の規模を決定するため、全国

に地震観測網を整備し、リアルタイム

で観測データを収集して、監視を行っ

ています。そしてこれらのデータを使

って、地震発生後ただちに地震、津波

に関する情報を発表しています。東海

地域においては、これらに加え、地殻

岩石歪観測システム、ケーブル式海底

地震計等を維持運営すると共に、関係

機関のデータを収集して、東海地域の

地殻変動を観測しています。�

　また、地震、津波発生時の迅速かつ

的確な情報発表のため、全国の地震活

動や津波、地殻活動を監視して情報を

作成する、最新技術を取り入れた情報

処理システムを導入しています。この

システムでは、地震計の観測データな

ど、多種多様なリアルタイムのデータ

を即時に処理、解析することによって、

地震や津波、東海地域の地殻活動の総

合的な監視を行います。気象庁では、

このシステムを使って２４時間体制で

津波警報や注意報、地震情報などの各

種防災情報の発表を行っています。�

　東京の気象庁本庁には地震活動等総

合監視システム（EPOS）を整備し、

関東・中部地方の津波警報や注意報、

全国の地震情報、東海地震に関連する

情報の発表に使用しています。また、

札幌・仙台・大阪・福岡の各管区気象

台と沖縄気象台には地震津波監視シス

テム（ETOS）を整備し、各地方に対

する津波警報や注意報、地震情報の発

表を行っています。�

�

　�
情報を確実に伝える�

　気象庁は、全国ネットのコンピュー

タネットワークシステムを通じて、様々

な情報を地方自治体などの防災関係機

関や報道機関へ、オンラインでただち

に伝達しています。そして、これらの

機関を通じてただちに、国民の皆さま

への情報提供が行われます（図１）。�

　津波警報や注意報、地震動警報（緊

急地震速報）、地震情報や東海地震に

関連する情報は緊急性・重要性が高く、

迅速に発表し、確実に防災関係機関や

住民に伝わることが必要です。このた

め、津波警報や地震情報等のより迅速

な発表を実現するとともに、首都直下

地震など大規模災害時にも確実に地震、

津波に関する警報や情報の提供業務を

継続できるよう、気象庁本庁だけに整

備しているEPOSの機能を強化した次

世代地震津波監視システムを、大阪管

区気象台に整備し、東京・大阪の二中

枢体制による地震津波監視業務を平成

２１年３月から開始しました。平成２１

年１０月には、気象庁本庁のEPOSも

次世代地震津波監視システムに更新す

る予定です。�

　現在の地震津波監視システムと次世

代地震津波監視システムの概要につい

て図２に示します。�

�

　�
一元化データの処理�

　気象庁は、地震に関する調査研究を

推進するため、地震防災対策特別措置

法の趣旨に添って、各地域の大学や

（独）防災科学技術研究所等の関係機

関から地震観測データの提供を受け、

文部科学省と協力して全国の地震デー

タを一元的に処理・分析しています。

これらの成果は、地震調査研究推進本

部地震調査委員会における地震活動に

関する総合的な評価のための重要な資

料として利用されているほか、研究機

関へも提供されています。今後ともこ

れら全国に展開した地震観測データの

収集、整理、分析をし、より詳細な地

震活動等の把握に努めます。�

　地震調査観測データ収集一元化シス

テムについて図３・４に示します。�

�

　気象庁は、地震や津波による自然災害から国民の生命・財産を守る

ため、２４時間体制で地震活動の監視を行っています。そして地震発生

時には、避難や応急的な防災行動に役立つ緊急地震速報、津波警報、

注意報、地震・津波に関する情報を迅速に発表するよう努めています。�

　また、いつ発生してもおかしくないとされる東海地震の予知のため

に、関係機関と協力しつつ、前兆現象の監視を行っており、観測デー

タに異常が現れた場合には「東海地震に関連する情報」を発表してい

ます。�

　気象庁が発表した情報は、国や地方公共団体などの防災関係機関や

テレビ・ラジオなどの報道機関へただちに伝達され、それぞれの機関

から広く国民へと伝えられています。また、これらの情報は、国や地

方における防災初動行動を起こすきっかけとなるほか、被害状況の速

やかな把握にも役立てられています。�

　２月号に引き続き、平成２１年度における国の地震調査研究の取組を紹介します。�

気象庁による地震の�
監視・観測�

気象庁�

気象庁  地震火山部�

検索�気象庁� ホームページ［http://www.jma.go.jp/］をご覧下さい。�

約600箇所�

気象庁観測施設�

震度観測施設�

約200箇所�

地震観測施設�

約70箇所�

潮位観測施設�

検潮所等�

約600箇所�

気象庁観測施設�

震度観測施設�

約3600箇所�

自治体・防災科学技術研究所等�

震度観測施設�

約90箇所�

港湾局※、国土地理院、海上保安庁�
※港湾局設置のGPS波浪計2箇所を含む�

震度データ�

震度データ�

震度データ�

地震波形�

津波波高（潮位）�

津波波高�
（潮位）�

地震波形・�
地殻データ�
�

潮位観測施設�

験潮所等�
大学等�
関係機関�

処理・通信システム�

○地震活動・津波の監視�
○津波警報等,地震情報等の作成・発表�

運輸多目的衛星�
（ひまわり6号）�

気象衛星通信�

市
町
村�

気
象
官
署�

報
道
機
関
・
都
道
府
県
�

警
察
・
海
上
保
安
庁
・
N
T
T
�

�

津波警報等�

震度情報�

地震情報�

市
民
・
船
舶
等�

震度6弱以上（東京都23区内震度5強以上）：官邸緊急参集チーム会議開催�
震度4以上：内閣府DIS地震早期被害推計開始�
震度4～5弱以上：防衛省、海上保安庁、警察庁等の航空機による被害状況の調査の開始�
震度3以上：テレビ、ラジオによる速報�

凡例� 情報の伝達�

データの伝達�

観測点数は平成21年1月1日現在�

津波予報�
地震情報�
など�

国、国民�
防災機関�

津波予報�
地震情報�
など�

国、国民�
防災機関�

※１　地震活動等総合監視システム　Earthquake Phenomena Observation System�
※２　地震津波監視システム　Earthquake and Tsunami Observation System

※管区・沖縄に東京・大阪の監視システムを活用するための端末機能を整備�
�

3年計画�
平成19年度 設計、製作�
平成20年度 設置（大阪）�
平成21年度 設置（東京）�次世代地震津波�

監視システム�
（東京）�

次世代地震津波�
監視システム�
（大阪）�

地震津波監視予測機能の高度化・東西二中枢化�

特集「平成２１年度の地震調査研究」②―気象庁�

防災科学技術研究所�
高感度地震観測網�
（Hi-net）�

地
震
調
査
研
究
推
進
本
部
�

気
象
庁
本
庁
�

報
告
�

データ収集・処理�

各管区気象台（地域地震情報センター）�

大学等の既設の�
地震調査観測点�

気象庁の�
地震観測点�

約190点�

全国約770点�

全国約320点�
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■基本測地基準点の測量�
電子基準点による日々の地殻変動の監視や水準点などの繰り返
し観測により地殻変動を三次元的に捉える�

■防災地理の調査�
主要な活断層帯について、詳細な位置や関連する地形の分布な
どの情報を整備・提供する�

■地殻変動等などの調査�
人工衛星から地球表面の変動を監視するSAR干渉解析により、
地殻変動などを面的に把握する�

■地理地殻活動の研究�
SAR干渉解析から、地震に伴う地すべり性の地表変状（数cm～
10数cm）を把握した�

電子基準点�

一等三角点�

二等三角点�

三等三角点�

四等三角点�

基準水準点�

一等水準点�

二等水準点�

�

25km間隔�

8km間隔�

4 km間隔�

1.5 km間隔�

1,238�

973�

5,050�

32,357�

69,259�

86�

14,689�

3,545

平成21年1月現在�電子基準点�

一等三角点� 一等水準点�

高精度地盤変動測量�

空中写真判読� 活断層帯の情報の整備�

北行軌道� 南行軌道�
陸域観測技術衛星�
「だいち（ALOS）」�

2008年岩手・宮城内陸地震�

資料調査�

●詳細な位置�
●関連する地形の分布 等�

（都市圏活断層図）�

（電子国土Web）�

2007年能登半島地震に関する研究成果 ―地震に伴う地すべり―�

断層モデルによる干渉画像シミュレーション�

局所的地盤変動�

差をとる�

地すべり�

JAXAC

　�
基本測地基準点の測量�

　GEONETとVLBIを骨格として、三

角点、水準点等で構成する測地基準点

体系により、あらゆる測量の基準とな

る測地基準点に正確な位置と高さを与

えます。また、GEONETによる日々

の地殻変動監視と、三角点、水準点な

どの測地基準点の繰り返し観測により、

全国の地殻変動を三次元的に捉えます。�

　特に、GEONETによって地震に伴

う地殻変動がすみやかに検出できるよ

うになり、例えば１９９４年北海道東方

沖地震以来、２００８年岩手・宮城内陸

地震などの被害地震で地殻変動の概況

を迅速に捉えるとともに、これらのデ

ータから震源断層モデルを作成するな

どの成果をあげています。その結果は、

地震調査委員会の臨時会等に報告され

ています。�

　また、GEONETは広域的な地殻変

動の詳細な様相を検出することも可能

です。これまでに長期の連続観測によ

り日本列島の定常的な地殻変動を把握

するとともに、東海地方、房総半島や

豊後水道などにおいては、「ゆっくり

すべり」の検出など、今後の地震学の

発展に役立つことが期待される新しい

観測結果が得られています。�

　また、電子基準点のデータはインタ

ーネットで常時公開され、多くの大学

や関係研究機関によって、地震研究の

ための基礎的データとして活用されて

います。�

�

　�
地殻変動などの調査�

　地殻活動の活発な地域などにおいて

地殻変動の様相を明らかにするために、

高精度な水準測量やGPSなどによる

機動観測、変動地形調査、測地観測所

における地磁気や地電流の常時観測を

実施し、総合的な解析を行います。ま

た、人工衛星から地球表面の変動を監

視するSAR干渉解析により、地殻変

動等を面的に把握します。�

　これらの成果は、地震防災対策強化

地域や重点的調査観測対象地域などの

地殻活動の活発な地域において、地殻

変動の様相を明らかにします。�

　東海地域では水準測量による地殻上

下変動の観測から、内陸部を基準とし

て御前崎付近が沈降を続けており、海

側のプレートの沈み込みに伴う陸側の

変形が進行していることが観測されて

います。�

　また、２００７年能登半島地震、２００７

年新潟県中越沖地震、２００８年岩手・

宮城内陸地震などでは水準測量、

GPS連続観測、SAR干渉解析などの

成果が総合的に活用され、地殻変動の

推移や地震活動の消長に関する情報が

得られました。特に、陸域観測技術衛

星「だいち」のデータを用いたSAR

干渉解析により、２００８年岩手・宮城

内陸地震や硫黄島の火山活動などに伴

う面的な地殻変動の分布を観測し、地

殻活動の解明に貢献しています。�

　以上の結果については、防災や地震

調査研究に活用されており、今後も引

き続き、地殻活動の活発な地域等にお

ける繰り返し観測や地殻活動の解析な

どの体制を強化します。�

�

　�
防災地理の調査�

　１９９５年兵庫県南部地震を契機にして、

直下型地震を引き起こす活断層が大き

く注目されました。このため、２万５

千分１地形図上に陸域の活断層の詳細

な位置、関連する地形の分布などの情

報をとりまとめた都市圏活断層図を整

備、公表するとともに、国土地理院が

配信する地図に様々な地理情報を重ね

ることが可能な電子国土Webシステ

ムでもこれらの情報をインターネット

で公表しています。�

　整備範囲は平成１８年度までは都市

域を対象にしていましたが、平成１９

年度からは山間地域を含む都市域周辺

部において、特に地震被害が広範囲に

及ぶと考えられる主要な活断層帯につ

いて調査範囲を広げており、今後も引

き続き調査を行い、情報の整備と公表

を継続します。�

�

　�
地理地殻活動の研究�

　測地学、地球物理学、地球力学、衛

星技術、コンピュータ技術、通信技術

などを含む高度な測地計測技術および

地理情報解析技術を用いて、地殻変動

を通じた地震・火山活動の解明、宇宙

測地技術の高精度化、時間的・空間的

な災害危険度分布の把握手法の研究開

発等を行います。�

　SAR干渉解析では、２００７年能登半

島地震において局所的な地盤変動パタ

ーンを抽出し、このうちの数箇所で数

cm～１０数cmの地すべり性の地表変

状があったことが現地で確認されまし

た。また、２００７年新潟県中越沖地震

では、本震の震央から約１５km離れた

西山丘陵に帯状の隆起域があることが

わかり、本地域を含むひずみ集中帯の

テクトニクスを理解する上で重要なデ

ータが得られました。�

　さらにGEONET観測データ、SAR

干渉解析、水準測量から、震源断層モ

デルの位置・形状や断層面上のすべり

分布が明らかとなっています。�

　これらの成果は、それぞれの地震の

評価や今後の地震活動の予測に活用で

きます。�

　また、内陸・近海で発生したＭ７以

上の地震を対象として電子基準点デー

タから震源断層モデル推定を迅速に行

ない、震源域と津波波源域に関する防

災情報の提供が可能となるように、震

源断層即時推定手法の開発を行います。�

�

　�
おわりに�

　平成２１年度は以上に紹介した基盤

的な調査観測を引き続き実施するとと

もに、電子基準点データから震源断層

を迅速に推定する手法の研究開発や、

日本列島の地殻活動メカニズム解明の

高度化等に関する研究を進めます。こ

れらの情報は電子国土Webシステム

などにより、一層公開を進める方針で

す。�

�

　国土地理院は災害対策基本法に基づく指定行政機関として、地殻変
動の監視、災害対策に必要な基礎資料となる地理情報の整備、地震に
関する調査研究を推進しています。�
　国土地理院が整備・運用している全国１，２３８箇所（平成２１年１月現
在）の電子基準点から構成されるGPS連続観測システム（GEONET）
は、地震調査研究推進本部が策定した「地震に関する基盤的調査観測
計画（平成９年８月）」において、地震に関する基盤的な調査観測網
の１つとして位置づけられており、日本列島の定常的なプレート運動
や地震に伴う地殻変動を連続的に観測・監視しています。また、地震・
火山活動が活発な地域等では、機動的なGPS連続観測などを実施し
て三次元変動を監視し、地殻変動のモデル化を通して防災情報の提供
を行っています。�
　さらに、VLBI（超長基線電波干渉法）により、地球的規模のプレ
ート運動とプレート変形を広域的かつ精密に観測を行うとともに、
SAR（合成開口レーダー）を活用した地殻変動の把握を行っています。
　加えて、山間地域を含む都市域周辺部に地震被害が広範囲に及ぶと
考えられる主要な活断層帯について、詳細な位置や関連する地形の分
布などの情報を整備・提供する全国活断層帯情報整備を行っており、
その成果は都市圏活断層図として提供しています。　�
　地震に関する施策の平成２１年度の実施内容は、以下の４項目を基
本としています。�

国土地理院の地殻変動の観測・�
監視と地震に関する調査・研究�

国土地理院�

特集「平成２１年度の地震調査研究」②―国土地理院�
検索�国土地理院� ホームページ［http://www.gsi.go.jp/］をご覧下さい。�
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図1　海上保安庁の海底地殻変動観測点�
　  　　 が海底基準点の位置を示しています。�

図2　海底地殻変動観測�

写真1　�
測量船上から海底基準局を�
投入する様子�

図3　ユーラシアプレート安定域に対する速度ベクトル�

図5　南海トラフで得られた海底地形　海底の凸凹を強調して作図しています。�
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図4　海上保安庁の船底装備式観測システムと観測データの配置例�
青点は海底基地局、赤点は観測データを示しています。�
（図上では小さな赤点が連続して線状に見えます。）�

①漂流観測� ②航走観測�

（b）観測データの配置例�

船底装備式�
（航走観測）�

（a）船底装備式観測システム�

支柱式�
（漂流観測）�

音響トランスデューサ�

音響トランスデューサ�

GPSアンテナ�

GPSアンテナ�

動揺計測装置�
　�
海底地殻変動観測�

　海上保安庁では、海洋プレートの沈

み込み境界である海溝域で次に発生す

る巨大地震の時期や規模等の予測精度

を向上させるため、三陸沖から室戸岬

沖にかけての太平洋側の海溝型巨大地

震震源域直上に海底基準点を展開し、

測量船による海底地殻変動観測を繰り

返し行っています（図１）。�

　GPS／音響測距結合方式による海

底地殻変動観測の概念図を図２に示し

ます。この観測は、時々刻々と変化す

る船の位置を決める「キネマティック

GPS（KGPS）測位」と船と海底に

設置した海底基準局との間の距離を音

波で測る「音響測距」を組み合わせて、

海底基準局の位置を高精度に決定し、

その観測を継続的に行うことで海底の

動きを捉えようというものです。�

　これまでの観測から得られた、海洋

プレートの沈み込みに伴う定常的な地

殻変動を捉えた例を図３に示します。

最近では、宮城県沖と福島県沖の速度

ベクトルの大きさの違いから、プレー

ト間固着度の海域による違いを検出す

ることができるようになりました。し

かし、図からも明らかなように、海底

における観測点数は、大学の観測点を

加えても、約２０km間隔で展開されて

いる陸上のGPS観測点（電子基準点）

に比べて圧倒的に少なく，将来の海底

基準点の増設が望まれます。�

　海上保安庁では，各海底基準局にお

ける精度の高い地殻変動データを得る�

ため、測量船の船底に音響トランスデ

ューサ（音響送受波器）を常設し、効

率的で安定した観測を行っていきます

（図４）。従来から行っている船尾の

支柱を使用する観測システムでは、航

走に伴うノイズや支柱への負荷を避け

るため、漂流しながら観測しなければ

なりませんでしたが、船底設置型への

改造により、２４時間体制で航走しな

がら観測を行うことが可能となります。

これにより、測線間の移動や、それに

伴う音響トランスデューサの上げ下げ

に要する時間が削減され、１海域あた

りの観測時間の大幅な短縮が見込まれ

るとともに、観測データの空間バラン

スの改善による観測精度の向上が期待

されます。�

　一方、地殻変動観測は長期間継続し

てデータを得ることが重要ですが、海

底基準局の電池には寿命があるため、

計画的に海底基準局を更新し、データ

の継続性を確保する必要があります。

平成２１年度には、２ヶ所の海底基準

局の更新を予定しています。�

　このようにプレート境界である海溝

域直上において海底地殻変動観測を繰

り返し実施することにより、プレート

の沈み込みによるひずみの蓄積状況の

モニタリングや空間分布を把握し、巨

大地震の発生予測に必要不可欠な情報

を提供していきます。�

�

　�
海底地形・沿岸地質調査�

　戦略的な防災・減災対策に資する取

組として、海上保安庁では、南海トラ

フ（図５）などの海溝域や沿岸域にお

いて、海底変動地形調査、海底面の起

伏調査及び表層音波探査を行います。

詳細な海底地形の情報は、高精度な津

波予測に役立ちます。�

�

　�
その他�

　日本周辺のプレート運動とそのゆら

ぎを把握するため、和歌山県にある下

里水路観測所において人工衛星レーザ

ー測距観測（SLR）の通年観測を行

います。�

　また、全国２０箇所の験潮所で記録

された潮位データをリアルタイムで公

開し、津波のシミュレーションなどに

貢献していきます。�

�

　日本における被害地震の多くは日本列島を取り巻くプレート境界で

ある海溝域で発生するため、海域の震源域近傍における観測は非常に

重要です。海域での観測は測量船などの特別な装備を必要とするほか

に技術的困難も多いですが、海上保安庁では、航海安全のための海洋

観測の知識・経験・能力を生かし、海域での地震に関連した調査を継

続して実施しています。�

海上保安庁による�
海域地震調査研究�

海上保安庁�

検索�海洋情報部� ホームページ［http://www1.kaiho.mlit.go.jp/］をご覧下さい。�

特集「平成２１年度の地震調査研究」②―海上保安庁�

海上保安庁  海洋情報部�
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図3　東海地震･東南海地震･南海地震の予測精度向上のための地下水等観測施設整備�

図4　西暦869年に仙台平野を襲った貞観津波を再現するための3つのモデル�

図5　地質情報に基づいた地表変形情報（左）とシミュレーションによる変形予測（右）�

図1　岩手･宮城内陸地震の震源域での活断層のトレンチ調査� 図2　糸魚川―静岡構造線断層帯の活動を予測するための物理モデルの構築�
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図6　産業技術総合研究所が開発した高分解能音波探査装置による �
　　  海底活断層の反射断面�
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断
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約2万年前の浸食面�

　�
内陸地震�

　活断層の活動によって発生する内陸

地震の発生確率は、活断層の活動履歴

を基に推定されます。日本ではすでに

陸域の活断層でトレンチなどの調査が

行われていますが、沿岸海域などには

まだ未調査の活断層が残されています。

また、調査が終わっている活断層も、

地下深部に連続する断層形状について

は正確にはわかっていません。平成

２１年度も情報が不足している活断層

や重要な断層の深部構造などについて

さらに調査を進めます。また、活断層

の活動履歴だけでは将来の地震発生確

率を精度よく決めることができません。

今までの手法に加えて、地下の応力状

態などから、断層の活動時期を推定す

るための物理モデルの構築を糸魚川―

静岡構造線断層帯で試みます。（図１・

２）�

�

　�
海溝型地震�

　海溝型地震は、南海トラフ、日本海

溝、千島海溝などの海洋プレートの沈

み込み帯で発生します。地震の規模が

大きく、津波も発生することから広域

的に大きな被害を生じることと、発生

間隔が短いことが内陸地震との違いで

す。地震の発生履歴は歴史記録からわ

かっていますので、より短期的な予測

が期待されています。産業技術総合研

究所では、東海地震の予知を目的とし

た地下水観測施設を運用していますが、

東南海・南海地震の予測精度向上も目

指して観測施設の整備を進めます。一

方で、歴史記録から推定される海溝型

地震の発生間隔より長い間隔で、巨大

津波がまれに発生することが北海道東

部や仙台平野で明らかになっています。

このような巨大津波の発生間隔は海岸

平野の地下に分布する津波堆積物の調

査から明らかになりました。日本海溝

や南海トラフなどでこのような非常に

大きな海溝型地震の発生時期を予測す

るための研究を進めます。（図３・４）�

�

　�
地震災害�

　地震災害を軽減するためには、地震

動と地表変形の予測が重要です。地震

動は震源断層の形状や地盤構造で大き

くかわります。また、未固結の堆積物

が厚く分布する平野などで、活断層の

動きによって、地表で広い範囲に変形

が生じることがあります。それらを精

度よく予測するためには、地質や地下

深部の情報が必要になってきます。産

業技術総合研究所の持つ地質情報を活

用して、関東平野や濃尾平野などで地

震動や地表変形を精度よく予測するた

めの研究を行います。（図５）�

�

　�
沿岸域の地質調査�

　平成１９年に能登半島地震と中越沖

地震が発生したことによって、沿岸海

域には活断層が分布している可能性が

あり、その活動によって内陸の直下型

地震に匹敵する地震被害が生じること

が改めて認識されました。同時に、沿

岸海域の地質情報の整備が不十分であ

ることも明らかになりました。このた

め、産業技術総合研究所では平成２０

年度から、沿岸域での地質情報を総合

的に収集するプロジェクトを開始しま

した。平成２０年度には、能登半島の

北岸で高分解能音波探査（図６）、沿

岸陸域の地質調査、重力探査などを実

施し、海岸に近い海底に活断層が存在

することなどが明らかになりました。

平成２１年度は新潟平野の沿岸域での

高分解能音波探査、海上ボーリングと

新潟平野でのボーリングなどの調査を

予定しています。新潟平野およびその

周辺の沿岸域では、長岡平野西縁断層

帯の活動履歴の解明、１９６４年新潟地

震震断層の南方延長の確認、新潟平野

北東側の海岸に分布する段丘の成因な

ど、未解決の課題が残されています。

また新潟平野は非常に厚い沖積層が分

布しているため、活断層の履歴調査が

難しい場所として知られています。平

野から海域までの沖積層の連続性や沖

積平野の発達過程を調べることによっ

て、地質学的な平野の発達史を考慮し

た活断層の分布やその活動性、地盤構

造などの情報を明らかにする予定です。�

� 検索�活断層研究センター� ホームページ［http://unit.aist.go.jp/actfault/activef.html］をご覧下さい。�

特集「平成２１年度の地震調査研究」②―（独）産業技術総合研究所�

　独立行政法人産業技術総合研究所には旧地質調査所を母体とする地

質分野の研究組織があり、その中で活断層や地震に関する研究を行っ

ています。平成２０年度までは活断層研究センターと地質情報研究部

門という２つの研究ユニットに分かれて調査・研究を実施してきまし

たが、平成２１年度からは活断層及び地震に関連した研究グループを

統合し、新しい研究センターを設置します。一部の平野や沿岸域の地

質情報の整備に重点を置いた研究は、地質情報研究部門との協力によ

って続けられます。新しいユニットでは、従来から実施している活断

層及び地震に関連した研究を継続する一方で、地形学や地質学に基づ

いた研究と、地球物理学に基づいた研究の間を埋めるような新しい研

究の展開も進める予定です。平成２１年度の研究計画は内陸地震、海

溝型地震、地震災害、沿岸域の地質調査の４つにまとめています。　�

産業技術総合研究所による�
活断層と地震の調査・研究�
（独）産業技術総合研究所　活断層研究センター�
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産業技術総合研究所�


